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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第３四半期 
連結累計期間

第58期
第３四半期 
連結会計期間

第57期

会計期間
自 平成20年９月21日
至 平成21年６月20日

自 平成21年３月21日 
至 平成21年６月20日

自 平成19年９月21日
至 平成20年９月20日

売上高 (千円) 14,875,926 4,803,587 18,147,670

経常利益 (千円) 406,591 99,862 106,236

四半期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 176,014 46,547 △696,235

純資産額 (千円) ― 2,309,619 2,156,822

総資産額 (千円) ― 15,209,969 14,932,335

１株当たり純資産額 (円) ― 202.14 188.83

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) 15.44 4.08 △61.06

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 15.1 14.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,170,112 ― 1,134,193

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △278,405 ― △237,799

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △376,646 ― △428,081

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,587,795 1,081,292

従業員数 (名) ― 357 367
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

２ 臨時従業員は、契約・嘱託従業員（17名）、パート従業員（45名）、人材派遣（103名）及びアルバイト従

業員（4名）の総数です。なお、アルバイト数は、一人当たり１日８時間で換算して算出しております。 

３ 従業員数には、当グループからグループ外への出向者（6名）は、含まれておりません。 

  

  

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 臨時従業員は、契約・嘱託従業員（16名）、パート従業員（33名）、人材派遣（95名）及びアルバイト従業

員（4名）の総数です。なお、アルバイト数は、一人当たり１日８時間で換算して算出しております。 

３ 従業員数は就業人員の内の正社員従業員であり、出向者（6名）は、含まれておりません。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月20日現在

従業員数(名) 357 [169]

(2) 提出会社の状況

平成21年６月20日現在

従業員数(名) 339 [148]
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生産実績 
  

 
(注) 金額は販売価格によるものであり、消費税等は含まれておりません。 

  

商品仕入実績 
  

 
(注) 金額は実際仕入価格によるものであり、消費税等は含まれておりません。 

  

当社グループは、すべて見込み生産によっているため、該当事項はありません。 

  

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

みそ事業 1,450,130

豆乳飲料事業 3,302,510

その他の事業 99,613

合計 4,852,253

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

みそ事業 ―

豆乳飲料事業 ―

その他の事業 14,769

合計 14,769

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

みそ事業 1,417,238

豆乳飲料事業 3,264,770

その他の事業 121,578

合計 4,803,587

相手先

当第３四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％)

伊藤忠商事株式会社 983,026 20.5
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当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライム問題に端を発した世界的な金

融不安の影響により、企業収益及び個人消費が減少し、景気の低迷が続く厳しい状況となりました。 

  食品業界全般におきましては、消費者の「食の安全・安心」への意識が高まる中、各企業において、

コンプライアンス（法令遵守）に取り組む動きが進んでおります。また、企業間競争の激化や少子高齢

化により国内市場での拡大が困難であり、海外市場に進出する動きや企業再編に取り組む動きも見られ

ます。 

  みそ業界におきましては、外食産業の不振や一般消費者の節約ムードにより低価格志向が一段と高ま

ったため、みその出荷量が落ち込み、その回復に努める動きが進んでおります。 

  豆乳業界におきましては、健康飲料の多様化により、数年前より需要は減少傾向にありましたが、平

成20年春以降豆乳市場は着実に回復基調をたどっております。 

  このような環境の中で、当社は消費者の皆様方に安全で安心できる製品の提供に努めるとともに、積

極的な新製品の開発や、安全・衛生・品質管理の徹底を図り、事業の効率化やコスト削減に努め、経営

基盤の強化に取り組んでまいりました。 

  この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、豆乳の業績が順調に推移し、売上高は、48億3百万

円、営業利益は、1億8百万円、円安の影響による長期の通貨オプション契約等に係るデリバティブ評価

益7百万円を営業外収益に計上し、経常利益は、99百万円、四半期純利益は、46百万円となりました。 

  

① みそ事業 

主に生みその売上が好調に推移したたものの、競争の激化により調理みそ及び即席みその売上が減

少したため、売上高は、14億17百万円、営業損失は、32百万円となりました。 

a.生みそ 

下半期より発売した750gサイズのみその販売促進を強化し、売上高は、11億77百万円となりまし

た。 

b.調理みそ 

汎用性調理みそが、競合他社との激化により苦戦いたしまして、売上高は、1億26百万円となり

ました。 

c.即席みそ 

特定企業向けの製品や国産素材の製品が好調だったものの、多食タイプの製品が苦戦し、売上高

は、1億14百万円となりました。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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② 豆乳飲料事業 

豆乳の売上が順調に推移しており、売上高は、32億64百万円、営業利益は、1億31百万円となりま

した。 

a.豆乳 

平成20年５月より前年実績を上回り、その後も着実に売上を伸ばしております。売上高は、23億

78百万円となりました。 

b.飲料 

清涼飲料とミネラルウォーターが苦戦し、売上高は、8億86百万円となりました。 

  

③ その他の事業 

たまごスープ等の即席スープの売上が落ち込み、売上高は、1億21百万円、営業利益は、9百万円と

なりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

① 資産 

流動資産は、72億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億21百万円増加いたしました。増加

の主な要因といたしましては、現金及び預金の増加4億57百万円等によるものであります。 

 固定資産は、79億26百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億43百万円減少いたしました。減少

の主な要因といたしましては、機械装置及び運搬具の減少92百万円等によるものであります。 

 この結果、資産合計は、152億9百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億77百万円増加いたしま

した。 

  

② 負債 

流動負債は、75億42百万円となり、前連結会計年度末に比べ2億32百万円増加いたしました。増加

の主な要因といたしましては、未払費用の増加3億22百万円等によるものであります。 

 固定負債は、53億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億7百万円減少いたしました。減少の

主な要因といたしましては、長期借入金の減少1億92百万円等によるものであります。 

 この結果、負債合計は、129億円となり、前連結会計年度末に比べ1億24百万円増加いたしました。

  

③ 純資産 

純資産は、23億9百万円となり、前連結会計年度末に比べ1億52百万円増加いたしました。増加の主

な要因といたしましては、利益剰余金の増加1億76百万円等によるものであります。 

  

  

6



(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、第２

四半期連結会計期間末に比べ2億76百万円増加し、15億87百万円となりました。当第３四半期連結会計

期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、6億9百万円となりました。これは、賞与引当金の減少額1億64百万

円等の資金減少に対し、税金等調整前四半期純利益1億14百万円、減価償却費1億67百万円、未払金の増

加額1億22百万円、その他の増加額2億26百万円(主に未払費用)等の資金増加によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1億78百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支

出1億74百万円等の資金減少によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、1億56百万円となりました。これは、長期借入れによる収入6億円等

による資金増加に対し、長期借入金の返済による支出8億2百万円等の資金減少によるものであります。

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容は次のとおりであります。 

 当社は、株式の大量取得を目的とする買い付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最

終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきと考えております。 

 しかしながら、高値での売り抜け等の不当な目的による企業価値及び株主共同の利益に対して毀損す

る例も少なくありません。そのような買収者から当社の企業価値や株主をはじめとする各ステークホル

ダーの利益を守ることは経営を預かる者として当然の責務であると認識しております。 

 現在のところ、当社株式の大量買い付けに係る具体的な脅威が生じているわけではなく、当社におい

て、いわゆる「買収防衛策」を定めるものではありません。当社といたしましては、現在の経営施策を

着実に実行し、業績の向上を図り、株価の上昇により企業価値を高めることが買収防衛に繋がると考え

ております。 

 しかし、買収防衛策につきましては、重要な経営課題の一つと認識しており、各方面から様々なご意

見、対応策等をお聞きする等、当社としての有効な対応策を今後も継続して検討してまいります。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、19百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動に重要な変更はありません。 
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等のう

ち、完了したものは次のとおりであります。 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の計画は次のとおりであります。 

  

 
  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資額

資金調達方法 着手年月 完成年月
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

マルサ
ンアイ
株式会
社

本社・本社工
場（愛知県岡
崎市）

みそ事業
みそ仕込設
備

151,000 73,400
自己資金及び借入
金

平成21年
４月

平成21年
５月

―

豆 乳 飲 料
事業

豆乳前処理
設備

150,000 11,410
自己資金及び借入
金

平成21年
３月

平成21年
４月

―

関東工場（群
馬県利根郡み
なかみ町）

豆 乳 飲 料
事業

豆乳前処理
設備

10,000 11,350
自己資金及び借入
金

平成21年
４月

平成21年
４月

―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資額

資金調達方法 着手年月 完成年月
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

マルサ
ンアイ
株式会
社

本社・本社工
場（愛知県岡
崎市）

みそ事業
みそ製品設
備

92,197 9,787
自己資金及び借入
金

平成21年
５月

平成21年
10月

カップみ
その生産
能力５％
増
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年８月３日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,480,880 11,480,880
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数：1,000株 
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 11,480,880 11,480,880 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年３月21日～ 
平成21年６月20日

― 11,480,880 ― 865,444 ― 612,520

(5) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年３月20日現在で記載しております。 

 
(注)  「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が910株含まれております。 

  

 
(注) 当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は、79,910株であります。 

  

  

 
(注) 1 株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

2 上記は、当社の会計期間（例10月度は、９月21日から10月20日まで）の株価であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

79,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,376,000
11,376 同上

単元未満株式
普通株式

25,880
― 同上

発行済株式総数 11,480,880 ― ―

総株主の議決権 ― 11,376 ―

② 【自己株式等】

平成21年３月20日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

マルサンアイ株式会社 
（自己保有株式）

愛知県岡崎市仁木町字荒
下1番地

79,000 ― 79,000 0.69

計 ― 79,000 ― 79,000 0.69

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
10月  11月

 
 12月

平成21年
１月  ２月  ３月  ４月

 
 ５月  ６月

最高(円) 310 310 300 300 300 300 298 289 325

最低(円) 215 275 290 260 290 284 271 271 273

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年３月

21日から平成21年６月20日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年９月21日から平成21年６月20日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月20日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,669,045 1,211,292

受取手形及び売掛金 ※２  3,236,271 ※２  3,283,480

商品及び製品 546,939 514,448

仕掛品 518,107 560,937

原材料及び貯蔵品 477,510 495,218

その他 837,589 800,370

貸倒引当金 △2,126 △3,552

流動資産合計 7,283,336 6,862,195

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  2,890,402 ※１  2,832,185

機械装置及び運搬具（純額） ※１  1,681,818 ※１  1,774,209

土地 2,595,349 2,595,349

その他（純額） ※１  66,535 ※１  122,090

有形固定資産合計 7,234,106 7,323,836

無形固定資産 56,683 50,466

投資その他の資産   

投資有価証券 511,502 529,787

その他 127,416 168,776

貸倒引当金 △3,076 △2,727

投資その他の資産合計 635,842 695,836

固定資産合計 7,926,632 8,070,139

資産合計 15,209,969 14,932,335
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月20日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月20日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２  2,068,933 ※２  2,294,840

1年内返済予定の長期借入金 2,447,582 2,680,102

未払法人税等 205,655 36,513

賞与引当金 180,192 289,297

未払金 1,668,495 1,550,024

その他 ※２  972,025 ※２  460,015

流動負債合計 7,542,883 7,310,792

固定負債   

長期借入金 3,437,782 3,630,115

退職給付引当金 1,505,551 1,468,222

役員退職慰労引当金 174,073 164,745

その他 240,058 201,637

固定負債合計 5,357,465 5,464,720

負債合計 12,900,349 12,775,512

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,444 865,444

資本剰余金 657,881 657,881

利益剰余金 880,597 704,583

自己株式 △47,134 △46,591

株主資本合計 2,356,788 2,181,317

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △18,753 △17,601

為替換算調整勘定 △33,740 △10,873

評価・換算差額等合計 △52,493 △28,474

少数株主持分 5,325 3,979

純資産合計 2,309,619 2,156,822

負債純資産合計 15,209,969 14,932,335
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日 
 至 平成21年６月20日) 

売上高 14,875,926

売上原価 10,805,584

売上総利益 4,070,341

販売費及び一般管理費 ※１  3,529,953

営業利益 540,388

営業外収益  

受取利息 2,703

技術指導料 38,504

賃貸収入 17,924

持分法による投資利益 9,320

その他 37,045

営業外収益合計 105,498

営業外費用  

支払利息 66,236

デリバティブ評価損 102,759

為替差損 39,936

その他 30,363

営業外費用合計 239,295

経常利益 406,591

特別利益  

固定資産売却益 630

貸倒引当金戻入額 1,425

特別利益合計 2,056

特別損失  

固定資産除却損 743

投資有価証券評価損 11,147

特別損失合計 11,891

税金等調整前四半期純利益 396,757

法人税等 219,397

少数株主利益 1,345

四半期純利益 176,014
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月21日 
 至 平成21年６月20日) 

売上高 4,803,587

売上原価 3,499,837

売上総利益 1,303,750

販売費及び一般管理費 ※１  1,194,790

営業利益 108,959

営業外収益  

受取利息 931

技術指導料 10,043

賃貸収入 5,939

持分法による投資利益 5,173

デリバティブ評価益 7,238

その他 3,609

営業外収益合計 32,935

営業外費用  

支払利息 20,281

為替差損 3,255

その他 18,495

営業外費用合計 42,032

経常利益 99,862

特別損失  

固定資産除却損 230

投資有価証券評価損 △14,918

特別損失合計 △14,688

税金等調整前四半期純利益 114,551

法人税等 68,060

少数株主損失（△） △56

四半期純利益 46,547
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日 
 至 平成21年６月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 396,757

減価償却費 476,543

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,076

賞与引当金の増減額（△は減少） △109,105

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37,329

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,328

受取利息及び受取配当金 △4,272

投資有価証券売却損益（△は益） 170

持分法による投資損益（△は益） △9,320

支払利息 66,236

為替差損益（△は益） 8,631

投資有価証券評価損益（△は益） 11,147

デリバティブ評価損益（△は益） 102,759

有形固定資産除却損 238

売上債権の増減額（△は増加） 46,996

たな卸資産の増減額（△は増加） 28,047

仕入債務の増減額（△は減少） △225,906

未払金の増減額（△は減少） 196,845

その他 246,076

小計 1,277,425

利息及び配当金の受取額 4,399

利息の支払額 △68,956

法人税等の支払額 △42,763

法人税等の還付額 7

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,170,112

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △275,530

投資有価証券の取得による支出 △9,056

投資有価証券の売却による収入 1,324

その他 4,856

投資活動によるキャッシュ・フロー △278,405

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 1,900,000

長期借入金の返済による支出 △2,324,853

その他の収入 195,000

その他の支出 △146,793

財務活動によるキャッシュ・フロー △376,646

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,557

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 506,502

現金及び現金同等物の期首残高 1,081,292

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,587,795
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当第３四半期連結会計期間(自 平成21年３月21日 至 平成21年６月20日) 

 該当事項はありません。 

  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 至 平成21年６月20日)

会計処理基準に関する事項の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

 当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性

の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。また、前連結会計年度まで営業外費用に計上しており

ました「たな卸資産処分損」は、第１四半期連結会計期間より売上原価に含めております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利益及び営業利益が

48,883千円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が23,983千円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

 「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成６年１月18

日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。

 また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。当該変更に伴う資産及び当第３四半期連結

累計期間の損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 至 平成21年６月20日)

税金費用の計算

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 至 平成21年６月20日)

有形固定資産の耐用年数の変更 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見直した結果、第１四半期連結会

計期間より、有形固定資産の一部(構築物、機械装置)について耐用年数を変更しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ

4,527千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年６月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

12,057,769千円

 減価償却累計額には、減損損失累計額を含んでお

ります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

11,676,613千円

同左 

 

※２ 四半期末日満期手形

 四半期末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期末日満期手形が四

半期末残高に含まれております。

受取手形 3,374千円

支払手形 24,178千円

設備支払手形 682千円

※２ 期末日満期手形

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 11,060千円

支払手形 32,386千円

設備支払手形 630千円
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   第３四半期連結累計期間 
  

 
  

   第３四半期連結会計期間 
  

 
  

(四半期連結損益計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成21年６月20日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 726,839千円

支払運賃 1,318,294千円

賞与引当金繰入額 83,230千円

退職給付費用 54,378千円

役員退職慰労引当金繰入額 22,018千円

貸倒引当金繰入額 390千円

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月21日  
  至 平成21年６月20日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給与手当 246,785千円

支払運賃 415,907千円

賞与引当金繰入額 76,139千円

退職給付費用 18,125千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,631千円

貸倒引当金繰入額 347千円
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当第３四半期連結会計期間末(平成21年６月20日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日

至 平成21年６月20日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成21年６月20日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月20日)

現金及び預金勘定 1,669,045千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△81,250千円

現金及び現金同等物 1,587,795千円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,480,880

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 81,570
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当第３四半期連結会計期間(自 平成21年３月21日 至 平成21年６月20日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成21年６月20日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の系列を考慮して区分しております。 

   ２ 各事業の主な製品 

    (1) みそ事業………みそ、即席みそ、調理みそ 

    (2) 豆乳飲料事業………豆乳、飲料、水 

    (3) その他の事業………その他食品、他社商品  

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

  棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

  当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益

性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。また、前連結会計年度まで営業外費用に計上して

おりました「たな卸資産処分損」は、第１四半期連結会計期間より売上原価に含めております。これによ

り当第３四半期連結累計期間の営業利益は、みそ事業が28,719千円、豆乳飲料事業が16,628千円、その他

の事業が3,534千円減少しております。 

４ 追加情報に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見

直した結果、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の一部(構築物、機械装置)について耐用年数を

変更しております。これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益は、みそ事業が5,412千円増加、豆乳

飲料事業が9,943千円減少、その他の事業が3千円増加しております。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

みそ事業 
(千円)

豆乳飲料事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,417,238 3,264,770 121,578 4,803,587 ― 4,803,587

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,417,238 3,264,770 121,578 4,803,587 ― 4,803,587

営業利益(又は営業損失△) △32,169 131,657 9,470 108,959 ― 108,959

みそ事業 
(千円)

豆乳飲料事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

4,835,180 9,235,956 804,789 14,875,926 ― 14,875,926

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,835,180 9,235,956 804,789 14,875,926 ― 14,875,926

営業利益 20,266 454,508 65,614 540,388 ― 540,388
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当第３四半期連結会計期間(自 平成21年３月21日 至 平成21年６月20日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成21年６月20日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】
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当第３四半期連結会計期間(自 平成21年３月21日 至 平成21年６月20日) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年９月21日 至 平成21年６月20日) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成21年６月20日) 

対象物の種類が通貨のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま

す。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
  

【海外売上高】

(デリバティブ取引関係)

区分 種類
契約額等   
(千円)

時価    
(千円)

評価損益   
(千円)

市場取引以外の取引

為替予約

 買建 190,602 △24,235 △16,173

通貨オプション

 買建 1,255,300 52,802 △24,165

 売建 1,255,300 △194,068 △62,420

合計 2,701,202 △165,501 △102,759
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１ １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年６月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

 
１株当たり純資産額 202円14銭 １株当たり純資産額 188円83銭

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年６月20日)

前連結会計年度末 
(平成20年９月20日)

純資産の部の合計額 2,309,619千円 2,156,822千円

普通株式に係る純資産額 2,304,294千円 2,152,842千円

差額の内訳

 少数株主持分 5,325千円 3,979千円

普通株式の発行済株式数 11,480,880株 11,480,880株

普通株式の自己株式数 81,570株 79,650株

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた普通株式の数

11,399,310株 11,401,230株

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月21日  
  至 平成21年６月20日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月21日  
  至 平成21年６月20日)

 
１株当たり四半期純利益 15円44銭 １株当たり四半期純利益 4円08銭

項目
当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年９月21日 
  至 平成21年６月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年３月21日 
  至 平成21年６月20日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 176,014千円 46,547千円

普通株式に係る四半期純利益 176,014千円 46,547千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の期中平均株式数 11,400,849株 11,400,442株

(重要な後発事象)
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①決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

  

②訴訟 

 当社は、平成18年８月に本社工場内で発生した工事請負業者の労災事故に関し、工場設備工事の発

注者である当社及び工事請負業者に責任があるものとして、被災者の遺族から平成19年12月21日に損

害賠償請求（請求額：82,577千円）の訴訟（神戸地方裁判所 事件番号 平成19年（ワ）第3512号）

が提起され、現在和解交渉中であります。 

  

２【その他】

25



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年８月３日

マルサンアイ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

マルサンアイ株式会社の平成２０年９月２１日から平成２１年９月２０日までの連結会計年度の第３四半期

連結会計期間（平成２１年３月２１日から平成２１年６月２０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成

２０年９月２１日から平成２１年６月２０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マルサンアイ株式会社及び連結子会社の平

成２１年６月２０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  仲 井 一 彦   

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  新 田   誠   

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




